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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」

と記す）の要請に基づき、2008 年 5 月から 5 カ年の計画で「健康増進・予防医療サービス向上プ

ロジェクト」を開始しました。

そして本プロジェクトの協力開始から約 4 年半が経過し、プロジェクト終了まで約 6 カ月と

なった機会に、これまでのプロジェクトの達成度の確認及び評価を行うとともに、今後の活動に

係る提言や類似案件に適用可能な教訓を導き出すことを目的として、2012 年 8 月 13 日から 31 日

まで、JICA 国際協力専門員、磯野光夫を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。

本調査団は、スリランカ側評価委員と合同評価チームを形成し協議を尽くしたうえ、評価結果

を合同評価報告書・協議議事録に取りまとめ、本調査団団長及びスリランカ側カウンターパート

機関の間で署名を取り交わしました。

本報告書は、調査団による調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施に

あたり広く活用されることを願うものです。

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心からの感謝の意を

表します。

平成 25 年 12 月

独立行政法人国際協力機構

スリランカ事務所長　青　晴海
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１－１　協力の背景と経緯

スリランカ民主社会主義共和国（以下、スリランカ）は、人口の高齢化と食生活、生活習

慣の変化に伴い、1980 年代から心臓疾患や脳疾患等の非感染症（Non-communicable Disease：
NCD）による死亡者数が感染症による死亡者数を上回り、2003 年のデータでは、5 大死因のう

ち 4 つまでが NCD で占められていた。こうした疾病により家計の稼ぎ手である 40 ～ 60 代を

突然失うケースも多く、また公的医療機関においては医療費のほぼ全額が国庫負担であるスリ

ランカにおいて、長期治療を要する NCD の治療経費が保健医療財政の大きな負担になりつつあ

り、予防対策、健康増進活動を柱とした経済的かつ効果的な NCD 対策を早期に実施していくこ

とが必要とされていた。

スリランカは「保健医療制度改善計画（開発調査フェーズ 1）」（2002 年 3 月～ 2003 年 11 月）

「保健システム管理強化計画（開発調査フェーズ 2）」（2005 年 10 月～ 2007 年 9 月）を踏まえ、

10 ヵ年計画「保健医療マスタープラン（2007-2016）」を策定しており、その中で①疾病負担の

減少と健康増進のための統合的保健医療サービスの提供、②健康維持のためのコミュニティの

エンパワメント等を重点戦略として定めている。こうした状況の中、同国政府は、我が国に対

して、NCD 対策、特に生活習慣病への対策について、技術協力プロジェクト「健康増進・予防

医療サービス向上プロジェクト」の実施を要請した。本プロジェクトは保健省をカウンターパー

ト（C/P）機関として、2008 年 5 月より 2013 年 3 月までの約 5 年間の予定で実施している。

１－２　協力内容

コロンボ及びパイロット地区（クルネーガラ県メディリギリヤ地区、ポロンナルワ県ナラン

マラ地区）において、保健省及び NCD 予防に関わる医療従事者を対象に NCD 予防のための実

施モデル作成及び実施支援のための技術移転を行う。

（１）上位目標

非感染性疾患（糖尿病、高血圧症および脂質異常症）のための効果的かつ効率的なモデ

ルがスリランカの全ての県で実施されている。

（２）プロジェクト目標

非感染症（糖尿病、高血圧症、および脂質異常症）予防のための効果的かつ効率的な実

施モデルが策定される。

1．案件の概要

国名： スリランカ民主社会主義 
共和国

案件名：健康増進・予防医療サービス向上プロジェクト

分野：保健・医療 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：JICA スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：約 448 百万円

協力

期間
2008 年 5 月～ 2013 年 3 月

先方関係機関：保健省（Ministry of Health）

日本側協力機関：グローバルリンクマネージメント株式会社

他の関連協力：ケラニア大学医学部、コロンボ大学他、複数の大学及び医療従事者養成学校など。

評価調査結果要約表
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（３）成果

１）ラガマ調査
1
で得られたエビデンスを基に心血管疾患の危険因子が同定される。

２ ）利用可能なエビデンスに基づいて介入ガイドライン類およびマニュアル類が作成され

る。

３ ）パイロット地区において、NCD 予防モデルの作成に向けた統合介入ガイドラインの組

織的・技術的実現可能性が検証される。

４）健診、保健指導、健康促進の全国での実施に向けた拡大計画が完成する。

（４）投入（評価時点）

日本側

総投入額：約 448 百万円

専門家派遣：長期専門家 11 名（研修コーディネート 2 名含む）

研　修：本邦研修受け入れ 13 名

機 材供与：約 620 万円（健診用機材（血圧計、グルコースメーター、同消耗品等）、視

聴覚機材（DVD デッキ、同モニター）、車両 3 台（JICA スリランカ事務所より供与）

現地業務費：約 6,460 万円（2012 年 3 月末時点）

相手国側

カウンターパート配置：6 ポスト（人事異動による交代のため計 17 名）

そ の他：専門家用事務スペース、パイロット地区で健診時に使用する消耗品類（スト

リップ、ランセット等）等

３－１　実績の確認

３－１－１　成果の達成状況

（１）成果１： ラガマ調査から得られたエビデンスを基に、心血管疾患の危険因子が同定さ

れる。

成果１はほぼ達成された。ラガマ調査を通し、心血管疾患を引き起こす危険因子として、

２．合同評価調査団の概要

日本側調

査団員

担当分野 氏名 所属

総括 磯野　光夫 JICA 国際協力専門員

副総括 平岡　久和 JICA 人間開発部保健第 4 課主任調査役

企画協力 柏原　友子 JICA スリランカ事務所所員

評価分析 出口　武智郎 オフィス・ディー

スリラン

カ側調査

団員

Dr. C. J. Aluthweera Deputy Director, Teaching Hospital, Colombo North

Dr. Alan Ludowyke Deputy Director, National Institute for Nephrology, Dialysis 
and Transplantation

調査期間 2012 年 8 月 13 日～ 8 月 31 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要

1
　 ラガマ調査は、スリランカケラニア大学医学部がメタボリックシンドロームの有病率と診断基準を作成することを主目的として

2007 年に実施。ラガマ MOH エリアにて 35 ～ 64 歳の 3,000 人に対し、生活習慣病のリスクファクターに関する質問、身体測定、

血液検査等を行った。本プロジェクトでは、心血管疾患の予防と管理に関する社会医学的基盤を抽出することを目的に、ラガマ

調査の追跡調査を実施した。
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年齢、性別、BMI、傷病等にかかる情報が抽出され、その結果は 2012 年 6 月に技術セミ

ナー” Evidence Based Planning for Prevention and Control of NCDs ”にて発表された。また、

調査の研究内容を纏めた文献は専門学術誌「the Journal of Gastroenterology & Hepatology 
Foundation」に提出され、現在同誌による吟味中だが、文献が同誌に掲載される可能性は

高いと見込まれている（指標 1-1）。

（２）成果２： 利用可能なエビデンスに基づいて、介入ガイドライン類およびマニュアル類

が作成される。

成果２は達成された。パイロット地区での健診・保健指導・健康促進の各活動経験を

基に統合介入ガイドラインが作成された。2012 年 7 月に JCC で印刷及び全国への配布

が承認され、印刷が完了次第全県の保健局に配布されることとなっている（指標 2-1、
2-2）。また、2011 年 11 月に介入コストの算出に関する報告書が作成され、2011 年 11 月

21 日の技術セミナーで配布された。州・県の保健局関係者計 68 名が同レポートを受領

している（指標 2-3）。

（３）成果３： NCD 予防モデルの作成に向けた統合介入ガイドラインの組織的・技術的実現

可能性が検証される。

成果３はほぼ達成された。パイロット地区の計 13 の医療施設全てにおいて、健診と保

健指導が実施されている（指標 3-1）。健診用のレジストリーとフォーマットも 2010 年

以降健診マニュアルに添付してあり、各医療施設にて使用されている。さらに現場での

使用実績を踏まえて改訂版が作成され、2011 年 8 月に HLC（成果４参照）ガイドライン

の添付書類として全国に配布された（指標 3-2）。またパイロット地区ではコミュニティ

レベルで健康促進が積極的に行われており、それらの取組結果を基に健康促進に関する

リソースブックが作成され、2012 年 7 月に JCC にて印刷・全国配布が承認された。同

リソースブックに基づき、トレーニングのモジュールも作成されている。保健省は、健

康促進ファシリテータのトレーニングを制度化するためにタスクフォースを立ち上げて

おり、トレーニングの仕組み作り、及びファシリテーターの増員を目指している（指標

3-3）。

（４）成果４：健診、保健指導、健康促進の全国での実施に向けた拡大計画が完成する。

成果４はほぼ達成された。2011 年 8 月 15 日、保健省は、全国の州と県の保健局、全医

療施設及び関係機関に対し、HLC（ヘルシーライフセンター）の設立を通知した。2011
年内に 309 の HLC が設置され、各 MOH にて、35 歳～ 65 歳をターゲットに、健診、保

健指導、基本的な治療、より専門的治療のためのリファーラル、フォローアップを行わ

れている。本年中（2012 年）には、更に 300（合計 609）の HLC が設置される見込み（指

標 4-1）。保健省の通知には、必要な機材、医療施設内 HLC スペースのレイアウト、揃え

ておくべき薬品、WHO/ISH リスク予測チャート、生活習慣改善ガイドラインが添付され

ている。全国展開に必要なコストの集計については本評価時点では未了であるもののプ

ロジェクト終了時までに達成される見込みである（指標 4-2）。

３－１－２プロジェクト目標の達成状況

（１）プロジェクト目標： 非感染性疾患（糖尿病、高血圧症および脂質異常症）予防のため

の効果的かつ効率的なモデルが策定される。
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プロジェクト目標は、達成見込みであると判断できる。健診カバー率は、クルネガラ

県で対象人口の 18％、ポロンナルワ県で対象人口の 17％と目標値の 20％を若干下回る

が、HLC 設立に伴う保健省の広報強化もあり、プロジェクト終了時には目標値に到達す

ると考えられる（指標１）。また、高リスクと同定された人のフォローアップクリニック

参加率については、「高リスク」の定義が 2012 年 6 月に確定したばかりであるため終了

時評価時点でその達成度を計測することはできなかったものの、ガイダンス実施体制や

各種フォーマット等をガイドラインに取りまとめ、パイロット地域での導入も進められ

ていることから、プロジェクト終了時までには目標値である 70％を達成見込みであると

判断できる（指標２）。また、健診で高血圧又は糖尿病と診断された患者の医療処置実施

率は、クルネガラ県で 78％、ポロンナルワ県で 92％であり、クルネガラ県では目標値

90％に対し未だ若干の開きがあるが、民間クリニックを受診している患者は把握しきれ

ていないため、実際の実施率はもう少し高く、目標値に近づく（指標３）。

３－１－３上位目標達成の見込み

（１）上位目標： 非感染症疾患（糖尿病、高血圧症および脂質異常症）予防のための効果的

かつ効率的なモデルが、スリランカの全県で導入される。

上位目標の達成見込み（プロジェクト期間終了後 3 ～ 5 年後）は、終了時評価時点で

は 2 つの設定指標のうち、一つは測定不可能であり、判断が困難となった。指標１につ

いては、終了時評価の時点で、全国 25 県中 23 県に HLC が設立され、健診を開始してい

る。本年（2012 年）中には更に 300 の HLC が開設される計画であり、プロジェクト期

間の終了時点で、全 25 県で健診が行われるであろうと判断できる。他方、上位目標で設

定された「効果的かつ効率的なモデル」を測る指標は「2018 年までにプロジェクト対象

地域における心血管イベント（冠血管疾患および脳卒中）の年間発生率が低下し始める」

だが、現在のところ、心循環系事故の発生に関する利用可能なデータは存在しない。先

ずは、年間事故数を正確に把握できる情報システムの構築が急がれる。HLC での健診が

軌道に乗り、人員及び必要な薬品などの欠如もなく当モデルが順調に運営されれば、将

来、心血管疾患の年間事故数減少に一定の効果を見ることが期待できると判断される。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

スリランカの非感染症対策に関するニーズは、本プロジェクト開始当時から変わらず高

く、スリランカ政府は、NCD の予防・管理における国家政策（2009 年）、国家健康促進政

策（2010 年）、ヘルシーライフセンター設立ガイドライン（2011 年）と、次々に関連政策

を打ち出している。我が国の政府開発援助政策、保健医療分野における協力方針において

も保健医療分野を重点分野のひとつとしている。また、クルネガラ県とポロンナルワ県は、

共に JICA による開発調査「保健システム管理強化計画」を通して保健医療に関する基礎情

報が整理されていたことに加え、社会経済状況、医療施設の構成、医療人材の確保しやす

さ等特徴が異なることから、両県をパイロット地区としたことは妥当と判断できる。

（２）有効性：概ね高い

プロジェクト目標達成の指標に対する結果は何れも比較的高いものであり、非感染性疾

患のための効果的かつ効率的なモデルが策定されていると評価できる。パイロット地区で

の活動の成果は、ガイドラインの策定に十分に活用された。成果１にある「ラガマ調査か
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ら得られたエビデンス」は、当プロジェクトによるモデルの策定に直接的に結びついたと

は言い難いが、健診の試験的導入にあたっての検査内容の検討などに活用されている。

（３）効率性：高い

既に殆どの成果の指標は達成され、又は達成されつつあり、適切な活動により、効率良

く成果が達成されていると判断できる。プロジェクト予算で投入された供与機材はプロ

ジェクトの活動に有効に活用されている。日本人専門家派遣、カウンターパートに対する

本邦研修も、効率的に投入され、成果に結び付けている。

（４）インパクト：概して高い

全国に設置される HLC での健診・保健指導・健康促進の活動は本評価時点で既に始まっ

ており、上位目標の達成は十分に期待できる。この HLC の円滑な導入は、プロジェクトの

正のインパクトと判断できる。また、ラガマ調査にかかるコホート調査とその深堀分析の

実施は、保健省に調査研究の重要性を認識させる結果となっており、この点も、プロジェ

クトの正のインパクトと捉えることができる。また、心血管イベントの年間発生率につい

ては利用可能なデータがなく測定困難であるものの、危険因子を有する人に対して適切に

健診が行われ、高血圧及び / または糖尿病等と診断された人が正しい指導及び適切な治療

を受ければ、心血管疾患件数の減少が期待できる。

（５）持続性：概して高い

非感染症対策の実施が保健省の 10 カ年計画「保健医療マスタープラン 2007 － 2016」に

明記されており、同計画を促進するための政策が 2009 ～ 2011 年に毎年発表され、確実に

実施されている。2011 年 9 月 19 ～ 20 日の 2 日間、国連総会に引き続き、「非感染症疾患の

予防及び管理に関するハイレベル会合」が開催され、国連全加盟国が非感染症の予防と管

理に義務を負うことを政治宣言として発表された。この国際決議は、本プロジェクトの継

続性を後押しするものと言える。また、保健省は、非感染症の予防と管理に対応する NCD
ユニット、国家 NCD 運営委員会、国家技術作業グループなどの機能的組織を構築してい

る。実際の介入組織である HLC は既に全国に 309 箇所設置され、更に本年、新たに 300 の

HLC を設立する計画であり、人員と予算の確保及びモニタリングシステムの整備が順調に

進めば、組織面での継続性は確保されると評価できる。技術面については、本プロジェク

トを通じて持続可能な介入方法に関する殆ど全ての技術を獲得しているが、健康促進活動

に関しては十分な経験を積んでいるとは言えず、全国展開に向けて取り組みを重ねる必要

がある。財政面については、非感染症予防を含むプライマリーヘルス事業に対し、2011 年

から 3 年間、毎年約 1 億 9 千万円が特別予算として配布され、更に 2013 年より、非感染症

予防だけに使用する予算として、毎年約 2 千 8 百万円が配布される予定である。必要に応

じて承認を得れば更に予算を追加できるとされており、財政面での継続性は当面担保され

ていると評価できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）実施プロセスに関すること

本プロジェクトにかかるス国側の強いオーナーシップにより、NCD 対策のモデル、各種ガイ

ドライン作成等に関係者が深く関わり、定期的に開催される JCC により着実に意思決定が進め

られた。パイロット地区においても関係者の高いコミットメントが得られ、個々の県にて NCD
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対策活動にかかる年間の計画立案、実行、レビューを行い、それらの殆どの費用を県の予算で

賄った。クルネガラ県保健局が NCD セルを設立したことも、成果３の達成に貢献した。さら

に、メディカルオフィサー、看護師、アシスタントで構成する NCD セルは、クルネガラ県にお

ける HLC の広がりに多きく貢献した。

３－４　結　論

健診・健康指導・健康促進に必要なガイドライン・マニュアル・フォーム等の作成、パイ

ロット地域での NCD 対策モデルの検証に加え、プロジェクト対象地域外への展開や HLC の全

県設置決定等 NCD 対策モデルの全国展開に向けた体制が整備されつつある。よって、プロジェ

クト期間内にプロジェクト目標は達成される見込みであると判断できる。

３－５　提　言

（１）プロジェクト目標の第 2 の指標

予定された活動はほぼ順調に行われ相応の成果が得られており、プロジェクト目標もほ

ぼ達成されている。一方で、プロジェクト目標の第 2 の指標（高リスクグループへのフォ

ローアップ指導の実施）に関しては、現時点で評価できる数値が得られていない。これは、

「高リスク」の定義について様々な意見があり、2012 年 5 月に関係者間で定義付けられた

ばかりであるため。今後のプロジェクト期間内で、可能な限りこの指標の達成を評価すべ

くデータを収集することが望まれる。

（２）コホート調査

ラガマ調査は開発途上国で行われたコホート調査として貴重かつ意義あるものとなった。

本調査の質を更に高めるためには、ケラニア大学は今後以下の点に対応する必要がある。

・ ラガマ地区は、スリランカの平均よりはキリストの割合が高い事から、調査対象の母集

団が必ずしもスリランカの平均を表していないと言う点が指摘されている。このため、

他の調査の母集団の質と比較の上、本調査結果の汎用性の検証及び活用方法の検討を行

う必要がある。

・�心血管病等といった最終的な症例に関する危険因子の同定が必要である。

・�コホート調査としてさらに意義ある結果を創出するためにはケラニア大学による長期的

な調査の実施が期待される。（上述の心血管病等の症例についても、本調査では症例数が

少ないため長期的な調査による分析が必要。）

（３）健診にて有病と診断された人にかかる治療

パイロット地区において、健診にて有病と診断された人が未治療である例が少なからず

認められている。NCD 予防のためには。健診にて有病と診断された全員が適切な治療を受

けることが重要である。保健省はこれらの例を減少させるべく有効な対策を講じる必要が

ある。プロジェクトは残りの期間において、上記の点にかかる技術的支援が求められる。

また保健省は NCD 対策に重要な「発見された患者に対する治療」の質の確保についても留

意する必要がある。

（４）HLC の全国展開に向けた計画づくり

スリランカ側の積極的な NCD 対策実施の取り組みにより、HLC を基盤に健診を含めた

予防医療実施体制の全国展開が既に開始されている。保健省は、本システムをより効果的
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に機能させるため、詳細な計画作り（必要予算の積算、医薬品供給体制、現有スタッフの

役割分担、人員確保、長期的な人材育成制度、モニタリングシステム等）を行うことが期

待される。

（５）健康促進活動強化

健康促進の全国展開については、ファシリテーターの育成やコミュニティーの自主性を

尊重した活動等、健康促進活動強化のための長期戦略が必要である。

３－６　教　訓

（１）ラガマ調査に関して

プロジェクト内でコホート調査を実施することにより、エビデンスに基づいた介入の実

施に関し一定の研究結果が得られた。ただし、調査を再委託にて実施したこと、実施側の

技術水準が十分ではなく有効なエビデンスの創出が遅れたこと、求められたエビデンスを

プロジェクト期間内という短期間で創出する事が難しかったこと、そのためプロジェクト

活動で直接利用できたエビデンスが限定的であったこと等課題も多く残された。

（２）今後類似案件を実施するにあたっての留意点

日本的な健診制度を軸にした NCD 予防対策が、必ずしも全ての開発途上国で有効である

ことが立証されている訳ではない。最近の UN や NCD alliance を中心とした世界的な NCD
対策強化の流れの中でも、健診（マススクリーニング）の実施は必要な介入に含まれてい

ない。各国の状況分析の上、健診導入の是非を慎重に検討する必要がある。本プロジェク

トの経験から、以下の点が同様な介入を実施する場合の必要条件となってくると思われ

る。

１ ）NCD 対策に対してはプライマリーヘルスケア施設を介入の実施場所にしたアプローチ

が重要である。このため、プライマリーヘルスケアシステムが整備されていることが最

大の条件となってくる。特に健診を実施する場合は、この点が重要である。

２ ）NCD 対策では、早期発見した高血圧や糖尿病などの早期患者をきちんと治療すること

が重要であり、このためには医療水準（医療サービスの質）が一定レベルにあることが

必要である。

３ ）健診の実施や治療に際して通常以上の財源が必要であり、保健財政が安定し十分な財

源を拠出できる見込みが保証される必要がある。

４ ）NCD 対策は、自国の現状を把握した上で施策を決定する必要があり、このためにはエ

ビデンスの拠出とそれに基づいた施策を検討することが重要である。そのため、このよ

うな概念に理解があり、必要なサーベイやサーベイランス体制の構築ができる環境にあ

ることが重要である。

（３）指標の設定について

上位目標の指標２「2018 年までにプロジェクト対象地域における心血管イベントの年間

発生率が低下し始める」は、本評価時点で心血管イベントにかかる十分なデータが得られ

ず定量的な評価ができなかった。指標の設定に際しては、測定に必要なデータが入手可能

かどうか確認すること、設定後に入手困難であることが判明した場合には早期に指標の見

直しを図ることが必要である。
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1-1   Background of the Project
There is a gradual change in the disease pattern in Sri Lanka as the population ages. From 1980’s, Non-
Communicable Diseases (NCDs) become a more common cause of death than communicable diseases, 
and NCDs such as cardiovascular diseases and malignant neoplasm account for 4 out of the 5 major causes 
of death in Sri Lanka in 2007.　Recognizing the needs to shift the health system to address the socio-
economic, demographic, epidemiological and nutritional challenges, MoH collaborated with JICA and several 
stakeholders in the formulation of the “Health Master Plan 2007-2016 (HMP) ”. This HMP is the blueprint 
for strengthening the health system towards a healthier nation. From October 2005 to September 2007, the 
MoH and JICA conducted the “Evidence-Based Management for the Health System in Sri Lanka?JICA EBM 
Study”. Three major focuses of this study were 5S-Total Quality Management (TQM) , Cost Accounting and 
NCDs. Based on the outcome of this study, the Government of Sri Lanka requested the Government of Japan 
to assist the MoH in developing “implementation strategies for preventing and controlling of NCDs”.　The 
five year “Project on Health Promotion and Preventive Care Measures of Chronic NCDs” (hereinafter referred 
to as “the Project”) was launched in May 2008 with the Project Purpose to develop effective and efficient 
implementation strategies for the prevention and control of Chronic NCDs, particularly cardiovascular 
diseases.

1-2   Project Overview
(1) Overall Goal

Effective and efficient implementation models to prevent and control NCDs (Diabetes Mellitus 〔DM〕, 
hypertension and hypercholesterolaemia) are implemented in all districts in Sri Lanka.

(2) Project purposes
Effective and efficient implementation models to prevent and control NCDs (DM, hypertension and 
hypercholesterolaemia) are developed.

(3) Outputs
1.	�Risk factors of cardiovascular diseases are identified by the Ragama Health Study based on the evidence.
2.	�Intervention guidelines and manuals are formulated based on available evidences and related literatures.

The Summary of Terminal Evaluation

1.  Outline of the Project

Country: The Democratic Socialist Republic 
of Sri Lanka

Project title: Project on Health Promotion and Preventive 
Care Measures of Chronic-NCDs

Issue/Sector: Health Cooperation scheme: Technical Cooperation Project

Division in charge: JICA Sri Lanka Office Total cost: about 448 million Yen

Period of 
Cooperation

May 2008
～March 2013

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of 
Health
Supporting Organization in Japan: Global Link Management, 
Inc.

Other cooperating organization: University of Kelaniya Faculty of Medicine, University of Colombo etc.
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3.	�Institutional and technical feasibilities of the Consolidated Intervention Guideline are assessed for 
development of the NCD prevention models in pilot areas.

4.	�Expansion plan for Health Check-up / Guidance and Health Promotion for prevention of   cardiovascular 
diseases is finalized for island wide implementation.

(4) Inputs (as of this terminal evaluation) ) 
〔Japanese side〕

Total input: Approximately JY 448 million
Experts: Long Term Experts: 11 persons (including 2 training coordinators) 
Training of counterpart personnel in Japan: 13 persons
Provision of equipment: Approximately JPY 6.2 million

Basic equipment for health check-up (Digital Blood Pressure Monitor, Glucometer, etc.) , Audio 
equipment (DVD and its monitor etc.) , 3 Vehicles (Provided by JICA Sri Lanka Office) etc.

Local Operation Expenses: Approximately JPY 64.6 million
〔Sri Lankan side〕

Counterpart: 6 posts (17 persons were allocated due to personnel changes) 
Provision of facility and equipment: Project Office with all utilities inclusive, Operational consumables 
(Strips, lancets etc.) 

3-1　Achievement
3-1-1   Outcome

(1) Output 1:	� Risk factors of cardiovascular diseases are identified by the Ragama Health Study based on 
the evidence.

Output 1 is considered as nearly achieved. Follow up survey of cohort study1 in Ragama was conducted 

2.  Evaluation Team

Japanese side TOR Name Designation

Team Leader Dr. Mitsuo 
Isono

Senior Advisor, Human Development Department, 
JICA

Sub Leader Mr. Hisakazu 
Hiraoka

Deputy Director, Health Division 4, Human 
Development Department, JICA

Cooperation 
Planning

Ms. Tomoko 
Kashihara

Resident Representative, JICA Sri Lanka Office

Evaluation Analysis Mr. Fujio 
Deguchi

Office-D

Sri Lankan 
side

Dr. C. J. Aluthweera Deputy Director, Teaching Hospital, Colombo North

Dr. Alan Ludowyke Deputy Director, National Institute for Nephrology, 
Dialysis and Transplantation

Period of 
Evaluation

August 13, 2012～August 31, 2012 Type of Evaluation: Terminal Evaluation

3.  Results of Evaluation

1
　 Cohort study was conducted by University of Kelaniya targeting Ragama MOH area in 2007
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in 2009 and 2010 and the result of in-depth analysis on the risk factors of cardiovascular diseases was 
presented in the seminar “Evidence Based Planning for Prevention and Control of NCDs” on 8th June 
2012. The report from “the Ragama Health Study” has been submitted to the Journal of Gastroenterology 
& Hepatology Foundation and is under the review process with high possibility of acceptance.

(2) Output 2:	� Intervention guidelines and manuals are formulated based on available evidences and related 
literatures.

Output 2 is considered as achieved. Consolidated Intervention Guideline (for Health Check-up, Health 
Guidance and Health Promotion) was drafted based on the activities in the pailot area of Kurunegala 
and Polonnaruwa. First edition was approved by JCC in July 2012 and to be distributed nationwide. 
The Cost Analysis Report was presented at "Cost Analysis and Health Finance Seminar for the NCD 
Prevention Project" in November 2011 and handed over to 68 persons from MoH, PDHSs, RDHSs and 
MOHs, etc.

(3) Output 3:	� Institutional and technical feasibilities of the Consolidated Intervention Guideline are assessed 
for development of the NCD prevention models in pilot areas.

Output 3 is considered as nearly achieved. The health check-up activities have been regularly conducted 
in all the 13 targeted health institutions in Kurunegala and Polonnaruwa. Registries and formats of 
health check-up has formulated and distributed nationwide in August 2011 as attachments of the HLC 
guideline.  “Resource Book for Facilitators” was developed and endorsed by the JCC for printing for 
island wide distribution in July 2012. Based on this resource book, a training module was developed. 
MoH has organized a task force group and aim to develop a training mechanism and increase resource 
pool for health promotion.

(4) Output 4:	� Expansion plan for Health Check-up / Guidance and Health Promotion for prevention of 
cardiovascular diseases is finalized for island wide implementation.

Output 4 is considered as nearly achieved. In the circular dated 15th of August 2011, MoH announced 
the decision of establishing HLC in the existing medical facility throughout the island which would 
conduct health check-up, health guidance, basic treatment, referral for another treatment and follow up. 
This circular includes the list of equipment, the facility layout, essential drug list, risk prediction chart 
and the guideline for lifestyle modification. 309 HLC have already established in 2011, and additional 
300 (total 609) is expected to be established in 2012. While training of facilitators of Health Promotion 
is under preparation to achieve Output 3, expansion plan for island wide implementation is mostly 
completed.

3-1-2   Project Purpose
(1)	 �Effective and efficient implementation models to prevent and control NCDs (DM, hypertension and 

hypercholesterolaemia) are developed.
Project Purpose is considered as partially achieved. Coverage of the health check-up reaches 18％ in 
Kurunegala and 17％ in Polonnaruwa while objectively verifiable indicator is 20％ of the targeted 
population (annual average) . Considering the positive impact of establishing HLC, it is expected 
to achieve the target by the end of the Project. Percentage of treatment for newly identified patients 
reaches 78％ in Kurunegala and 92％ in Polonnaruwa while objectively verifiable indicator is 90％. 
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Including the number or patient who received treatment at private clinics, actual treatment percentage 
is considered to be higher.

3-1-3   Overall Goal
(1)	� Effective and efficient implementation models to prevent and control NCDs (Diabetes Mellitus [DM], 

hypertension and hypercholesterolaemia) are implemented in all districts in Sri Lanka.
Evaluation of Expectation for achieving overall goal in 3-5 years after the completion of the project 
cannot is difficult as one of the objectively verifiable indicators not measurable. At the timing of the 
terminal evaluation, HLC has been established and health check-up has started in 23 districts among 25. 
Considering additional 300 HLCs to be established in 2012, health check-up is expected to be conducted 
in all the 25 districts by the end of the Project. Achievement of objectively verifiable indicator (Number 
of annual incidence of cardiovascular events) is not measurable at the time of terminal evaluation due 
to unavailability of data regarding incidence of cardiovascular event. If the health check-up is properly 
done  and patients are guide to reduce risk factors or treat adequately, it is expected that the incidence 
of CVD would start to decline.

3-2　Summary of Evaluation Result
(1)  Relevance: High.

The NCD related policy, surrounding environment and the needs in Sri Lanka remain unchanged. One of 
the remarkable progress since the mid-term review was the government announcement of establishing 
HLCs at medical institutions in August 2011. The announcement is consistent with the Project direction 
that aims to facilitate nation-wide implementation of NCD prevention models. In addition, the Project 
Purpose has been consistent with the Japan’s aid policy, country cooperation strategy, and health field 
cooperation strategy. Kurunegala District and Polonnaruwa District were selected as the pilot sites 
ofthe Project. Selection of these District were relevant as there are enough information through the 
“Development Study on Evidence-Based Management for the Health System in Sri Lanka” held by 
JICA during 2005?2007, and also, it will be useful to compare two different type of socio-economic 
situation, composition of existing health institutions, availability of human resources, and population 
density.,

(2)  Effectiveness: Generally high
Achievement of each objectively verifiable indicator is relatively high and it is evaluated that the 
effective and efficient model is formulated. Output obtained from the activities in Kurunegala and 
Polonnaruwa contributes the formulation of guideline. The result of the cohort study wasn’t fully utilized 
for development of the models mentioned in the Project Purpose. However, result of the baseline Study 
have provided some evidence and utilized as the technical evidence for some documents of the Project

(3)  Efficiency: High
Most of the output is achieved or nearly achieved. It is observed the activities are contributing to the 
output efficiently. Equipment provided by the Project are fully utilized for the Project activities. Japanese 
expert and counterpart training in Japan were input efficiently to achieve the outcome.
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(4)  Impact: Generally high
As health check, health guidance and health promotion at HLC has already started at the time of terminal 
evaluation, overall goal is considered to be achievable. Smooth introduction of HLC was made with the 
contribution of the Project.
Ministry starts recognizing more importance of study to implement its strategy, which is also the positive 
impact of the Project.

(5)  Sustainability: Generally high
The Government policy to implement NCD control is described in the Health Master Plan (2007?2016) 
and reflected in strategies issues by the MoH. The High-level Meeting of the General Assembly on 
the Prevention and Control of NCD was held in September 2011 and the Political Declaration adopted 
clearly states the responsibility of Governments for the prevention and control of NCD. The MoH has 
developed functional organization within the Ministry for prevention and control of NCD. MoH has 
established 309 HLCs and plans to establish another 300 HLCs nationwide. The MoH has already 
acquired almost all the technical matters for sustainable implementation of the Project activities except 
health promotion, which is the relatively new concept and activities. 300 million SLRs is to be allocated 
every year for NCD prevention and Primary Healthcare activities in 2011-2013. Additionally, at least 
45 million SLRs will be allocated every year only for NCD activities. 50 million SLRs (2013) and 70 
million (2014) has been already in the budget allocation plan only for NCD.

(6)  Conclusion
It is expected that project could achieve the project purpose and even the overall goal as expected.

3-3　 Recommendations
(1)  2nd objectively verifiable indicator for the project purpose

The 2nd indicator for the Project purpose (coverage of follow up guidance for high risk people) has not 
been measured because the criteria for high-risk group had not been fully defined until May 2012. Thus, 
it is recommended to collect data for this indicator as much as possible in the remaining period.

(2)  Cohort study
University of Kelaniya is recommended to analyze the following points as well.
✓	� Relevance of the target population to represent the average of general population in the country.
✓	� To analyze the relationship between risk factors and outcome of participants (incidence of CVD 

etc) .
University of Klaniya should continue this study to reach more useful outcome of the study as evidence. 
The Ministry of Health has realized the importance of surveys to obtain evidence?based information 
to implement strategies for NCD prevention and already initiated certain important measures in this 
regard. Thus, the MoH is recommended to enhance activities to conduct significant surveys based on 
its strategic directions.

(3)  Treatment of the cases
There are missing cases who should receive proper treatment. It is crucial for the preventive strategy 
of NCD to treat all cases who are found to have diseases by health check-up. MoH is recommended 
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to develop mechanism to reduce missing cases. MoH should be reminded of the importance of the 
treatment quality for the patient as well.

(5)  Detailed plan for HLC
For island?wide expansion of NCD prevention measures by utilizing HLC, it is crucial to develop the 
sustainable structure for developing human resources. Thus, the MoH is recommended to define the 
detailed plan on budget, medical distribution system, TOR of the staff of HLC, securing of the staff, 
long-term development of human resource, monitoring system, etc.

(6)	� For health promotion activities, MoH is recommended to carefully design the long-term strategy to 
enhance health promotion activities nationwide with considering ownership of communities. The 
Project is recommended to provide technical assistance in the remaining period.

3-4　 Lessons learned
(1)  Ragama study

It was meaningful that intervention based on the evidence was made available by conducting cohort 
study in the Project. However, it is noted that evidence from the study was limited, as it is difficult to 
acquire the outcome within this short period of the Project term.

(2)  Health check-up system
It is noted that not all the countries are suitable with this system for NCD prevention. International trend 
of NCD prevention by UN or NCD alliance doesn’t include mass screening. In this context, we need to 
carefully select the appropriate approach. Following is considered as the necessary condition for health 
check up system.
1) NCD prevention intervention is effective to be conducted at the primary health care facilities. Thus, 
it is important that primary health care system is established.
2) NCD patients identified from the mass screening should be treated properly. In this context, certain 
quality of the medical service should be secured.
3) As additional cost is required to introduce the mass screening and treatment, enough budget have to 
be secured to introduce the system.
4) Detailed measure for NCD Prevention should be selected based on the analysis of actual situation. 
In this context, understanding of the necessity of the evidenced based approach and availability of the 
survey and surveillance system is important.

(3)  Objective verifiable Indicator
Second indicator for overall goal (Number of annual incidence of cardiovascular diseases) could not 
be objectively evaluated due to unavailability of the data on incidence of cardiovascular diseases. In 
this sense, it is necessary to confirm the availability of the data in advance to set objective verifiable 
indicator, and review the indicator if data is found to be unavailable at early stage.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査の背景及び目的

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）は、人口の高齢化と食生

活、生活習慣の変化に伴い、1980 年代から心臓疾患や脳疾患等の非感染症（Non-Communicable 
Diseases：NCD）による死亡者数が感染症による死亡者数を上回り、2003 年のデータでは、5 大

死因のうち 4 つまでが NCD で占められていた。こうした疾病により家計の稼ぎ手である 40 ～

60 代を突然失うケースも多く、また医療費のほぼ全額が国庫負担であるスリランカにおいて、

長期治療を要する NCD の治療経費が保健医療財政の大きな負担になることは明らかであり、予

防対策、健康増進活動を柱とした経済的かつ効果的な NCD 対策を早期に実施していくことが必

要とされていた。

また、スリランカは「保健医療制度改善計画（開発調査フェーズ 1）」（2002 年 3 月～ 2003 年

11 月）、「保健システム管理強化計画（開発調査フェーズ 2）」（2005 年 10 月～ 2007 年 9 月）を踏

まえ、10 カ年計画「保健医療マスタープラン（2007 ～ 2016）」を策定しており、そのなかで①

疾病負担の減少と健康増進のための統合的保健医療サービスの提供、②健康維持のためのコミュ

ニティのエンパワメント等を重点戦略として定めていた。こうした状況のなか、同国政府は、わ

が国に対して、NCD 対策、特に生活習慣病への対策について、技術協力プロジェクト「健康増

進・予防医療サービス向上プロジェクト」の実施を要請した。本プロジェクトは保健省（Ministry 
of Health：MoH）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2008 年 5 月より 2013 年

3 月までの約 5 年間の予定で実施されている。

今回実施する終了時評価調査は、2013 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似

事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。

１－２　調査団の構成

調査団の構成は以下のとおり。

表１－１　日本側調査団

氏　名 担当業務 所属・役職

磯野　光夫 総括／団長 JICA　国際協力専門員

平岡　久和 副総括 JICA 人間開発部保健第 4 課　主任調査役

柏原　友子 企画協力 JICA スリランカ事務所　所員

出口　武智郎 評価分析 オフィス・ディー

表１－２　スリランカ側調査団員氏名

氏　名 所属・役職

Dr. C. J. Aluthweera Deputy Director, Teaching Hospital, Colombo North

Dr. Alan Ludowyke Deputy Director, National Institute for Nephrology, Dialysis and Transplantation
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１－３　調査期間（2012 年 8 月 13 ～ 31 日）

調査期間及び日程は以下のとおり。

表１－３　調査日程

日　付 活動内容

8/13（月）
コロンボ到着

JICA スリランカ事務所でのミーティング

8/14（火） インタビュー調査

8/15（水）

コロンボ→クルネガラ（移動）

Dambadeniya 基幹病院（BH）の健診活動視察

インタビュー調査

8/16（木）

Kudagalgamuwa 一次医療施設（拡張エリア）の健診活動視察

クルネガラ→ポロンナルワ（移動）

インタビュー調査

8/17（金）

Wejepura 保健所（MOH）のフォローアップ活動視察

インタビュー調査

Medirigiriya MOH エリアの健康増進活動視察

インタビュー調査

ポロンナルワ→コロンボ（移動）

8/18（土） 書類作成

8/19（日） 書類作成

8/20（月） 合同評価団第 1 回会議

8/21（火） インタビュー調査

8/22（水）

コロンボ→マータラ（移動）

Akuressa 病院の健康センター活動視察

Talalla 病院の健康センター活動視察

インタビュー調査

マータラ→コロンボ（移動）

8/23（木） インタビュー調査

8/24（金） 合同評価団第 2 回会議

8/25（土） 書類作成

8/26（日） 書類作成、日本側評価団総括及び副総括がコロンボに到着

8/27（月） インタビュー調査

8/28（火） インタビュー調査

8/29（水） 合同評価団第 3 回会議、プロジェクト・マネジャーとの協議

8/30（木） 合同調整委員会（JCC）会議にて評価内容の発表、ミニッツ（M/M）署名

8/31（金） 離コロンボ
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第２章　終了時評価調査の方法

２－１　評価手法

本終了時評価は「新　JICA 事業評価ガイドライン第１版（2010 年 6 月）」に基づき、事業効果

の達成状況を総合的に判断し持続性の見込みについて検証するため、プロジェクトのロジカル・

フレームワークであるプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）第

４版（2010 年 9 月実施の中間レビュー調査において改訂された最新版）の内容に沿って評価デ

ザイン（付属資料１．「ミニッツ（M/M）」の Annex 6「評価グリッド」を参照）を作成した。

２－２　評価項目

【評価５項目】

主たる評価項目には、上記ガイドラインに基づき、経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-
DAC）が提唱する評価５項目を用いた。

表２－１　評価５項目の概要

評価５項目 概　要

妥当性
「プロジェクト目標」「上位目標」はターゲットグループのニーズ及びターゲッ

トグループが存する国家の政策と合致しているか。

有効性
「プロジェクト目標」は達成される見込みか。「成果（アウトプット）」はその

達成に十分貢献しているか。

効率性
「成果（アウトプット）」を得るための「投入」の質、量、手段、方法、時期

は適切であったか。

インパクト
「上位目標」はプロジェクト終了後 5 年以内に達成される見込みか。プロジェ

クトの実施により生じた正及び負の影響は何か。

持続性 プロジェクト終了後もプロジェクトの実施による効果は持続されるか。

出典：DAC Criteria for evaluating Development Assistance より要訳

２－３　データ収集方法

プロジェクトの日本人専門家が合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）に提出し

たプログレス・レポート（進捗状況報告書）第 1 回～第 5 回、JICA スリランカ事務所に提出し

た年次業務完了報告書第 1 年次～第 4 年次、プロジェクトが作成したガイドライン及びマニュア

ル類から、プロジェクトの実績と成果の達成度に関するデータを収集した。プロジェクトの実施

プロセス、実績と成果の因果関係、プロジェクトの持続性などの５項目評価に関する情報は、ス

リランカ側、日本側双方のプロジェクトメンバーにインタビューと質問票を併用し、入手した。

また、プロジェクトが作成したガイドライン、マニュアル類を基に、プロジェクトが作成したレ

ジストリー等を使用して健診、保健指導、健康増進活動を行っている現場を視察して成果の浸透

度を調査するとともに、活動の参加者（受診者）へのインタビューを実施し、持続性を測る一助

とした。
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第３章　プロジェクトの概要

本プロジェクトは、コロンボ及びパイロット地区（クルネガラ、ポロンナルワ）において、

MoH 及び NCD 予防にかかわる医療従事者を対象に NCD 予防のための実施モデル作成及び実施

支援のための技術移転を行うものである。

３－１　上位目標

NCD（糖尿病、高血圧症及び脂質異常症）予防のための効果的かつ効率的なモデルがスリラン

カのすべての県で実施されている。

３－２　プロジェクト目標

NCD（糖尿病、高血圧症及び脂質異常症）予防のための効果的かつ効率的な実施モデルが策定

される。

３－３　成　果

（１）ラガマ調査
1
で得られたエビデンスを基に心血管疾患の危険因子が同定される。

（２）利用可能なエビデンスに基づいて介入ガイドライン類及びマニュアル類が作成される。

（３ ）パイロット地区において、NCD 予防モデルの作成に向けた統合介入ガイドラインの組織

的・技術的実現可能性が検証される。

（４）健診、保健指導、健康促進の全国での実施に向けた拡大計画が完成する。

詳細は付属資料１．「ミニッツ（M/M）」の添付 PDM を参照のこと。

1
　 ラガマ調査は、スリランカケラニア大学医学部がメタボリックシンドロームの有病率と診断基準を作成することを主目的として

2007 年に実施。ラガマ MOH エリア（注 1）にて 35 ～ 64 歳の 3,000 人に対し、生活習慣病のリスクファクターに関する質問票、

身体測定、血液検査等を行った。本プロジェクトでは、心血管疾患の予防と管理に関する社会医学的基盤を抽出することを目的

として、ラガマ調査の追跡調査（コホート研究）をケラニア大学に委託して実施した。

（注 1） MOH（Medical Office of Health）は保健所、MOH エリアは保健所の管轄地域の意味。ラガマ MOH エリアは、首都コロン

ボ市がある西部州北部のガンパハ県（人口約 230 万人）にあり、人口は約 7 万 5,000 人（2007 年当時）。

（注 2） コホート研究とは分析疫学における手法のひとつで、特定の要因に曝露した集団と曝露していない集団を一定期間追跡し

研究対象となる疾病の発生率を比較することで、要因と疾病発生の関連を調べる観察的研究。
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第４章　プロジェクトの実施体制と実績

４－１　プロジェクトの実績

４－１－１　投入実績

（１）日本側の投入

１）専門家派遣実績

月ごとの業務内容（業務実施契約の付属書「特記仕様書」に記載）と人月（MM）数

計画に従い、合計 11 名の専門家が投入された（専門家派遣の詳細は、付属資料１．

M/M に含まれる合同評価報告書（英文）の Annex 2 を参照）。

表４－１　専門家派遣実績

No. 業務分野 合計（MM）

1 総括／ NCD 予防／健康促進 18.67

2 副総括／ NCD 予防 8.8

3 副総括／健康促進 4.5

4 副総括／臨床疫学 19.1

5 保健情報システム管理／保健指導 11.8

6 臨床疫学／ NCD 予防 4.9

7 コスト分析 5.5

8 健康促進／保健情報システム管理 5.2

9 保健医療財政 0.6

10 研修コーディネート（2008 ～ 2009 年） 2.0

11 研修コーディネート（2009 ～ 2012 年） 1.0

合　計 82.07

＊ 2012 年 7 月までの集計。

出典：日本人専門家作成資料

２）研修実績

【スリランカ国内での研修実績】

スリランカ国内での研修は、もっぱら本プロジェクトのターゲットエリアであるクル

ネガラ県とポロンナルワ県において健診・保健指導・健康促進活動に従事する医療従

事者を対象に実施されている。研修内容は、健診、保健指導、健康促進、体操、栄養

管理等。プロジェクトを開始した 2008 年から 2012 年 6 月までの主な研修の実施回数は

57 回。研修参加延べ人数は 2,405 名。研修以外にも、必要に応じ、個別指導やグループ

指導も実施されている。

【本邦研修実績】

日本国内における研修は、C/P のキーパーソンを対象に実施され、合計 13 名がわが

国における生活習慣病対策の現場を視察し、そのシステム及び手法を学んだ（本邦研修
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実績の詳細は、付属資料１．M/M に含まれる合同評価報告書（英文）の Annex 4 を参照）。

３）機材供与実績

プロジェクト予算
2
からは、健診時に使用するデジタル式自動小型血圧計（上腕にカ

フを巻くタイプ）13 個、グルコメーター（血糖測定器）13 個、広報宣伝も兼ねた据え

置型デジタル式自動血圧計（穴に上腕を差し込むタイプ、設置用の机と検査者用の椅子

付きのセット）25 セット、健診後の保健指導に使用するテレビと DVD34 セット、ほか

に、データ管理用のデスクトップ PC・ラップトップ PC・プリンター、資料印刷用のコ

ピー機などが現地調達で供与され、すべて十分に活用されている。プロジェクト予算

による機材供与の総額は、993 万 2,280 SLRs。日本円に換算して、約 620 万円である（機

材供与実績の詳細は、付属資料１．M/M に含まれる合同評価報告書（英文）の Annex 5
を参照）。

４）現地業務費

日本側の投入予算は、2012 年 3 月末時点（平成 23 年会計年度末）で 6,460 万円であり、

以後、プロジェクト期間終了（2013 年 3 月、平成 24 年会計年度度末）までの 1 年間の

投入予定予算は、約 1,400 万円である。

（２）スリランカ国側の投入

１）人員配置

プロジェクトの C/P は、MoH、及びクルネガラ県・ポロンナルワ県の MOH であり、

Project Director として MoH 次官（Secretary-Health）、Project Manager として MoH 計画局

長補（Deputy Director General-Planning）が配置され、MoH NCD 局長（Director NCD）と

保健教育局長（Director HEB）、両県保健局（RDHS）の MO/NCD が重要なフォーカルポ

イントとなった。C/P 人員の変遷は以下のとおり。

表４－２　カウンターパート人員の変遷

役職名 氏　名 在職期間

Project Director Dr. Athula Kahandaliyanage 2008 年 4 月～ 2010 年 1 月

Director
（Secretary, Health）

Dr. Y. D. Nihal Jayathilaka（Acting） 2010 年 1 ～ 4 月

Dr. T. R. C. Ruberu 2010 年 4 月～ 2012 年 7 月

Dr. Y. D. Nihal Jayathilaka 2012 年 7 月～　現在

Project Manager
（DDG/Plannning）

Dr. Sarath Samarage 2008 年 4 月～ 2010 年 1 月

Dr. Wimal Jayantha 2010 年 1 月～　現在

Director NCD Dr. L. Somathunga 2008 年 4 月～ 2009 年 1 月

Dr. L. Panapitiya 2009 年 1 月～ 2010 年 5 月

Dr. Champa Aluthweera 2010 年 5 月～ 2011 年 5 月

Dr. Thalatha Liyanage 2011 年 5 月～　現在

2
　 プロジェクト予算とは別に、JICA スリランカ事務所予算により、四輪駆動ピックアップトラックが、巡回視察用として MoH、

クルネガラ RDHS、ポロンナルワ RDHS に各 1 台ずつ供与された。総額で 1,350 万 SLRs、日本円で約 840 万円。
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Director HEB Dr. Sarath Amunugama 2008 年 4 月～ 2011 年 11 月

Dr. D. F. C. Kanthi（Acting） 2011 年 11 月～ 2012 年 7 月

Dr. Neelamani Rajapaksa 2012 年 7 月～現在

MO/NCD Kurunegala Dr. Nihal Edirisinghe 2008 年 4 月～ 2009 年 8 月

Dr. Shamalee Amarasinghe 2009 年 8 月～現在

MO/NCD Polonnaruwa Dr. Ranga Chandrasena 2008 年 4 月～ 2011 年 11 月

Dr. Indika Udaya Kumara 2011 年 11 月～現在

出典：日本人専門家作成資料

NCD ユニットは MoH における NCD 対策のフォーカルポイントであるが、その

Director が頻繁に交代したことは、プロジェクト運営に多くの不便をもたらした。一

方で、プロジェクト発足当時は Director が 1 名、Health Management Assistance が 1 名、

Labor（庶務係）が 3 名の小さな部署であった NCD ユニットは、現在、Director が 1 名、

Consultant Community Physician が 3 名（うち 2 名は常勤スタッフ）、メディカルオフィサー

（Medical Officer：MO）が 3 名、Health Management Assistance が 3 名、Labor が 6 名の計

16 名の部署となっており、MoH が NCD ユニットの充実に注力していることが理解で

きる。

プロジェクト開始直後の 2008 年 6 月、プロジェクトの意思決定機関であるとともに、

モニタリング機関でもある JCC が組織された。JCC メンバーリストは以下のとおり。

表４ー３　JCC メンバーリスト

＜ Sri Lankan side ＞

01.　　Chairperson - Secretary – MoH

02. Additional Secretary（Medical Services）– MoH

03. Director General（Health Services）– MoH

04. Deputy Director General（Planning）– MoH

05. Deputy Director General（Medical Services I）– MoH

06. Deputy Director General（Medical Services II）– MoH

07. Deputy Director General（Public Health Services I）– MoH

08. Deputy Director General（Public Health Services II）– MoH

09. Deputy Director General（Education, Training and Research）– MoH

10. Director, Non-Communicable Diseases – MoH

11. Representative – Department of External Resources – Ministry of Finance and Planning

12. Representative – Department of National Planning – Ministry of Finance and Planning

13. Representative – Ministry of Higher Education

14. Representative – Ministry of Education

15. Representative – Sri Lankan Medical Association
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16. Representative – College of Physicians

17. Representative – College of Community Physicians

18. Representative – College of General Practitioners

19. Provincial Director of Health Services – North Central Province

20. Provincial Director of Health Services – North Western Province

21. Regional Director of Health Services – Kurunegala

22. Regional Director of Health Services – Polonnaruwa

23. Representative – Ragama Health Study

＜ Japanese side ＞

24. Representatives, JICA Sri Lanka Office

25. JICA Team Members

＜ Observer ＞

26. Representative – Embassy of Japan

27. Representative – World Health Organisation

28. Representative – World Bank
出典：日本人専門家作成資料

JCC の発足と同時に、プロジェクトの技術的内容を検討するための技術作業グループ

（Technical Working Group：TWG）も組織された。TWG メンバーは以下のとおり。JCC メ

ンバーの多くが、管理面だけでなく技術面にも参加したいとの意向を示したため、JCC
と TWG を兼務している。

表４－４　TWG メンバーリスト

＜ Sri Lankan side ＞

01. Chairperson – Director General（Health Services）– MoH

02. Deputy Director General（Planning）– MoH

03. Deputy Director General（Medical Services I）– MoH

04. Deputy Director General（Medical Services II）– MoH

05. Deputy Director General（Public Health Services I）– MoH

06. Deputy Director General（Public Health Services II）– MoH

07. Deputy Director General（Education, Training and Research）– MoH

08. Director（Planning）– MoH

09. Director（Information）– MoH

10. Director（NCD）– MoH

11. Director（Epidemiology）– MoH

12. Director（Health Education Bureau）– MoH
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13. Director（Family Health Bureau）– MoH

14. Director（Nutrition）– MoH

15. Director（Youth, Elderly and Disabled）– MoH

16. Director（Mental Health）– MoH

17. Director（Cancer Control Programme）– MoH

18. Representative – Ministry of Higher Education

19. Representative – Ministry of Education

20. Regional Director of Health Services – Kurunegala

21. Regional Director of Health Services – Polonnaruwa

22. Representative – Ragama Health Study

23. Representative – Sri Lanka Medical Association

＜ Japanese side ＞

24. Representative, JICA Sri Lanka Office

25. JICA Team Members
出典：日本人専門家作成資料

フィージビリティや技術面の適正を検討しつつ NCD ガイドラインの作成やプロジェ

クトの個々の計画を促進するための 6 つの TWG サブグループも組織され、多くの JCC
及び TWG のメンバーが参加して、プロジェクトの実務に深くかかわった。

表４－５　TWG サブグループの人員数

グループ名 人　数 グループ名 人　数

1 健診サブグループ 18 4 モニタリング評価サブグループ 10

2 健康増進サブグループ 21 5 コスト分析サブグループ 12

3 情報システムサブグループ 14 6 研修サブグループ 10
出典：日本人専門家作成資料

２）その他の投入

① 　日本人専門家及び日本人専門家が現地雇用したプロジェクトオフィサー（医師資

格を有するプレインターン）用の執務スペース 3 カ所（コロンボ市内の MoH ビル内、

クルネガラ県とポロンナルワ県の RDHS 内）

② 　プロジェクト活動費（主として、健診時に使用する血糖値検査用の消耗品）

③ 　研修及び会議場所の設営と諸費用
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４－１－２　成果の達成度

（１）成果１

成果１ 指　標

ラガマ調査で得られたエビデン

スを基に、心血管疾患の危険因

子が同定される。

1-1　ラガマ調査で同定された危険因子に関する学

術論文が専門家の審査のある専門誌に少なくとも

１報以上アクセプトされる。

成果１の指標はほぼ達成されたと判断できる。

指標 1-1　 「ラガマ調査で同定された危険因子に関する学術論文が専門家の審査のある専門

誌に少なくとも１報以上アクセプトされる」

ラガマ調査の追跡調査（2009 年、2010 年）を踏まえ以下の点について深掘り分析が行

われた。

①　糖尿病、高血圧症及び脂質異常症を発症した被験者の特徴

②　肥満、過体重等に関する分析

③　参加拒否者と参加者の比較

④　年齢調整罹患率の計算及び他の研究による罹患率との比較

上記を踏まえ、心血管疾患を引き起こす危険因子として年齢、性別、ボディマス指数

（Body Mass Index：BMI）、傷病等に係る情報が抽出され、その結果は 2012 年 6 月 8 日に開

催した技術セミナー” Evidence Based Planning for Prevention and Control of NCDs”で発表、調

査の研究内容をまとめた文献は”the Journal of Gastroenterology & Hepatology Foundation”に

提出された。同文献は、現在、同専門学術誌において内容を吟味中だが、同誌に掲載され

る可能性は高いと見込まれている。

心血管疾患の危険因子に関する更なるデータを引き出すにはより長期のコホート調査が

必要であること、スリランカ人の生活スタイルと心血管疾患の関係を明確にするには、ラ

ガマ調査に加えより多くの調査が必要であるものの、現時点で入手可能なエビデンスによ

る心血管疾患の危険因子の同定はほぼ達成できたと評価できる。

（２）成果２

成果２ 指　標

利用可能なエビデンスに基づい

て介入ガイドライン類及びマ

ニュアル類が作成される。

2-1　2012 年 9 月までに、健診、保健指導、健康促

進の統合介入ガイドラインが承認される。

2-2　2013 年 3 月までに統合介入ガイドラインが保

健省に承認される。

2-3　2011 年 12 月までに、介入に要するコスト分

析結果が解析され、州および国家の意思決定者に

配布される。

成果２の指標は達成されたと判断できる。
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指標 2-1　 「2012 年 9 月までに、健診、保健指導、健康促進の統合介入ガイドラインが承

認される」

本プロジェクトのパイロット地区での健診・保健指導・健康促進の各活動経験を基に統

合介入ガイドラインの第 1 稿が作成され、2012 年 7 月 18 日に開催された第 10 回 JCC 会

議にて内容の承認を受けた。

指標 2-2　 「2013 年 3 月までに統合介入ガイドラインが保健省に承認される」

第 10 回 JCC 会議で内容承認を受けた統合介入ガイドラインの第 1 稿は、MoH により印

刷・全国配布することが承認されている。

指標 2-3　 「2011 年 12 月までに、介入に要するコスト分析結果が解析され、州および国家

の意思決定者に配布される」

コスト分析報告書が、2011 年 11 月 21 日に開催されたセミナー“Cost Analysis and Health 
Finance Seminar for the NCD Prevention Project”に提出され、出席者に配布された。MoH、州

保健局（PDHS）、RDHS 及び MOH の州及び国家の意思決定者計 68 名が、同報告書を受領

した。

（３）成果３

成果３ 指　標

パイロット地区において、NCD
予防モデルの作成に向けた統合

介入ガイドラインの組織的・技

術的実現可能性が検証される。

3-1　対象保健施設の 90％で、2012 年 6 月までに

健診活動が実施されている。

3-2　2011 年 12 月までに、標準化された健診レジ

ストリおよびフォーマット類が使用されている。

3-3　2012 年 6 月までに、健康促進活動のための研

修メカニズムのモデルが作成されている。

成果３の指標は達成されたと判断できる。

指標 3-1　「対象保健施設の 90％で、2012 年 6 月までに健診活動が実施されている」

健診活動は、パイロット地区における 13 すべての対象保健施設で定期的に実施されて

いる。全対象施設の名称及び健診受診者数を下表に記す。受診者数は、2009 年から 2012
年 7 月までの集計である。

クルネガラ県の対象 MOH では健診開始時より医療施設で健診を行っているが、ポロン

ナルワ県の対象 MOH は過疎地であり、医療施設で健診を実施した場合に同施設へのアク

セシビリティーの問題から受診者が極めて少なくなる可能性があるため、コミュニティに

て公衆衛生助産師（PHM）が身体測定（BMI 測定）と血圧測定を行い（ステップ１）、血

圧が 140/90mmHg 以上を計測した受診者（結果として全体の約 25％）だけを PHM が医療

施設に紹介し、医療施設において血糖値検査（ステップ２）を行う二段階方式
3
を採用した。

3
　MoH の HLC 設立決定によって健診（スクリーニング検査）は医療施設で実施することとなり、二段階方式は最終的に終了した。



－ 12 －

表４－６　健診実施医療施設と受診者数

医療施設名
4

合　計 男　性 女　性

クルネガラ県

MOH Narammala

BH Dambadeniya 2,042 373 1,669

DH Narammala 1,951 374 1,577

MOH Narammala 2,391 563 1,828

クルネガラ県

MOH Alawwa5

DH Alawwa 1,066 160 906

RH Nawatalwatte 1,014 166 848

CD Boyawalana 1,350 285 1,065

CD Udumulla 1,122 293 829

CD Welikare 958 206 752

MOH Alawwa 1,122 212 910

合　計 13,016 2,632 10,384

ポロンナルワ県MOH 
Medirigiriya

（ステップ２）

BH Medirigiriya 267 64 203

CD Abagaswewa 173 65 108

CD Diwlankadawara 256 76 180

CD Wijayapura 221 63 158

合　計 917 268 649

出典：日本人専門家作成資料

指標 3-2　 「2011 年 12 月までに、標準化された健診レジストリおよびフォーマット類が使

用されている」

健診レジストリとフォーマットの初版は健診 TWG サブグループと情報システム TWG
サブグループが共同で作成し、2010 年より健診マニュアルに添付された。その後、クル

ネガラ県とポロンナルワ県の対象 MOH エリアでの使用結果を反映させた改訂版が、ヘル

シーライフスタイルセンター（Healthy Lifstyle Center：HLC）ガイドラインの添付として、

2011 年 8 月に全国に配布された。2012 年 7 月 JCC に印刷の承認を受けた最終版は、現在、

健診マニュアルに添付されている。終了時評価団は、シンハラ語で書かれたこれらレジス

トリーとフォーマットがパイロット地区の医療施設で活用されていることを視察時に確認

している。

4
　BH：Base Hospital（基幹病院）、DH：District Hospital（県病院）、RH：Rural Hospital（農村病院）、CD：Central Dispensary（中央診療所）

5
　 ナランマラ MOH エリアの人口が増加したため、2009 年 7 月、同 MOH エリアは 2 分割され、新しくアラッワ MOH エリアがつ

くられた。
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指標 3-3　 「2012 年 6 月までに、健康促進活動のための研修メカニズムのモデルが作成さ

れている」

健康促進に関するリソースブック“A Resource Book for Facilitators”が作成され、印刷し

て全国に配布することが、2012 年 7 月の JCC で承認された。同リソースブックに基づき、

トレーニングモジュールも作成された。MoH は、既存の保健サービスとトレーニングの

仕組みを利用した「健康促進ファシリテータのためのトレーニング」を制度化すべくタス

クフォースを立ち上げており、今後トレーニングの仕組みをつくり、ファシリテータ要員

を増やすことをめざしている。

（４）成果４

成果４ 指　標

健診、保健指導、健康促進の全

国での実施に向けた拡大計画が

完成する。

4-1　2011 年 9 月までに、拡大に向けた段階、関

係者とその役割、必要なリソースが同定されてい

る。

4-2　2012 年 9 月までに全国展開に向けたコストが

試算される。

成果４の指標は達成見込みであると判断できる。

指標 4-1　 「2011 年 9 月までに、拡大に向けた段階、関係者とその役割、必要なリソース

が同定されている」

2011年 8月 15日付回状で、MoHは、全国にHLCを設立することを決定したと通知した。

HLC は、1 つの MOH エリアにある少なくとも 3 つの医療施設内に設置し、35 ～ 65 歳を

ターゲットに、健診、保健指導、基本的な治療、より専門的治療のためのリファラル、

フォローアップを行う。同回状には、必要な機材、医療施設内 HLC スペースのレイアウ

ト、揃えておくべき薬品、世界保健機関 / 国際高血圧学会（WHO/ISH）リスク予測チャー

ト、生活習慣改善ガイドラインが添付されている。同回状の発信後、2011 年内に 309 の

HLC が設置され、2012 年中には、更に 300（合計 609）の HLC が設置される見込み。健

康促進（健康促進）については、成果３で記述のとおりファシリテータトレーニングの準

備が進行中（パイロット地区では、コミュニティレベルでの取り組みがある）だが、全国

実施に向けた拡大計画は、ほぼ完成している。

指標 4-2　「2012 年 9 月までに全国展開に向けたコストが試算される」

日本人専門家により開発された健診コストを算出するための“ユーザーマニュアル”（PC
用ソフト）が 2012 年 6 月に MoH NCD ユニットに提供され、NCD ユニットから全県のメ

ディカルオフィサー（MO）/NCD に配布されることになっている。このシンプルなソフト

ウェアは、個々の MO/NCD が個々の県において健診プログラムを計画する際、必要なコ

ストは幾らかを算出できるものである。終了時評価時点では、全国展開に必要なコストの

集計は了していないがプロジェクト終了時までに達成される見込みである。
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４－１－３　目標の達成度

（１）プロジェクト目標

プロジェクト目標 指　標

NCD（糖尿病、高血圧症及び脂

質異常症）予防のための効果的か

つ効率的な実施モデルが策定さ

れる。

１．対象人口のうち毎年 20％が健診を受ける。

２． 2012 年 12 月までに、高リスクと同定された

人のうち 70％がフォローアップクリニック

に参加する。

３． 2012 年 12 月までに、新規の同定された患者

の 90％が必要な治療を受けている。

プロジェクト目標は達成見込みであると判断できる。

指標１．「対象人口のうち毎年 20％が健診を受ける」

プロジェクトは、クルネガラ県におけるワンステップ方式とポロンナルワ県における

ツーステップ方式の 2 つの健診モデルで健診活動を開始した。（詳細は、成果３の指標１

に関する説明文を参照）両県での健診受診者数は下表のとおり。指標の目標値「対象人口

の毎年 20％（年間平均）」に対し、クルネガラ県では 18％、ポロンナルワ県では 17％と、

目標値に対しまだ若干の開きがあるが、HLC における健診の開始により、プロジェクト

終了時には目標値に到達すると考えられる。

表４－７　健診実施医療施設と受診者数

予測対象人口

（男性／女性）

健診受診者数
6

（男性／女性）

年間平均数

（男性／女性）

クルネガラ県
25,666

（12,833 ／ 12,833）
12,872

（2,598 ／ 10,274）
18％（7％／ 28％）

ポロンナルワ県
11,596

（6,649 ／ 4,947）
4,327

（1,402 ／ 2,925）
17％（10％／ 27％）

出典：日本人専門家作成資料

指標２． 「2012 年 12 月までに、高リスクと同定された人のうち 70％がフォローアップク

リニックに参加する」

指標２については、終了時評価時点でその達成度を計測することはできなかった。「高

リスク」の定義に関する関係者間の合意に時間がかかったことがその原因だが、WHO/
ISH のリスク予測チャートの「20％以上」を「高リスク」と定義することが 2012 年 6 月

に合意されたため、12 月までの残りの期間にプロジェクトにおいてデータの収集に努め、

その達成度を判断する必要がある。本プロジェクトでは高リスク者向けのフォローアップ

6
　 クルネガラ県は 2009 年 10 月から 2012 年 7 月までの 34 カ月間の集計、ポロンナルワ県は、2009 年 8 月から 2011 年 9 月までの

26 カ月間の集計。ポロンナルワ県では、HLC 設置に伴うワンステップ方式への統一に伴い、2011 年 10 月よりコミュニティ施設

での健診（BMI と血圧のみの測定）を中止したため、2011 年 10 月以降のデータを除外して年間平均数を計算した。
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ガイダンスの最適な実施体制やメカニズムについて、統合ガイドラインにて取りまとめら

れ、各種フォーマットも作成されており、パイロットエリアでは実際の導入も進められて

いる状況であり、プロジェクト終了時までには達成見込みであると判断できる。

指標３．「2012 年 12 月までに、新規の同定された患者の 90％が必要な治療を受けている」

健診において高血圧又は糖尿病と診断された患者の追跡調査をプロジェクトで実施

（2012 年 3 月から 6 月）した結果、クルネガラ県では、2012 年 6 月の時点で 181 人の患者

のうちの 73％が、ポロンナルワ県では、2012 年 7 月の時点で 48 人の患者のうちの 92％
が、必要な医療処置を受けていることが確認された。クルネガラ県では指標の目標値に対

してまだ若干の開きがあるが、民間クリニックを受診している患者は把握し切れていない

ため、実際の受診率はもう少し高めであると推察される。

（２）上位目標

上位目標 指　標

NCD（糖尿病、高血圧症および

脂質異常症）予防のための効果

的かつ効率的なモデルが、スリ

ランカの全ての県で実施されて

いる。

１． 全ての県で、本プロジェクトで策定した健診

／ガイダンスおよび健康促進活動が実施され

ている。

２． 2018 年までにプロジェクト対象地域における

心血管イベント（心血管疾患および脳卒中）

の年間発生率が低下し始める。

上位目標の達成見込み（プロジェクト終了後 3 年～ 5 年間）は「指標２」が測定不可能

なため、現時点では判断が困難である。

指標１． 「全ての県で、本プロジェクトで策定した健診／ガイダンスおよび健康促進活動

が実施されている」

終了時評価時点で 309 の HLC が既に設置されており、2012 年中にはほぼ全国的に更に

300 の HLC が設立される計画である。NCD ユニットは、終了時評価時点で全国に 25 ある

県のうち、既に 23 県に HLC が設立されたことを確認している。したがって、プロジェク

ト終了時には、ほぼ 100％の県において NCD 予防の活動が実施される状況になるものと

判断できる。

指標２．�「2018 年までにプロジェクト対象地域における心血管イベント（心血管疾患およ

び脳卒中）の年間発生率が低下し始める」

現在のところ、心血管イベントの発生に関する利用可能なデータは存在しない。よっ

て、本指標は達成状況及び見込みが確認できない。この指標の達成度を計測するには、新

規の調査システムまたは医療情報システムが必要となる。

危険因子を有する人に対して適切に健診が行われれば、高血圧及び／または糖尿病と診

断される人々が増えるはずで、それらの人々が危険因子を減らすよう正しく指導を受け、

あるいは適切な治療を受ければ、心血管疾患件数は減少することが期待できる。そのため
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には、適切な治療が途切れることなく提供されることも含め、NCD 予防のための包括的

なシステムが適切に維持されることが極めて重要である。

４－２　プロジェクトの実施プロセス

４－２－１　C/P 及び関係機関との協力

MoH 幹部及び各部署の代表、教育省及び高等教育省からの代表、関係する政府系機関から

の代表、大学医学部及び技術者養成校からの代表などが TWG サブグループに参加し、健診・

保健指導・健康促進のガイドラインやマニュアルの作成において、それぞれの専門的立場から

プロジェクトに対し技術協力を行った。

プロジェクトの活動の中心が、ガイドラインやマニュアルの作成からフィールドでのテスト

運用に移り始めたプロジェクト開始後 3 年目には TWG サブグループは解体したが、フィール

ドでの運用結果を反映させた改訂版を作成する際にそれら専門家を招集し、タスクフォースを

組織して改訂作業にあたった。

４－２－２　意思決定に至るプロセス

プロジェクトマネジャーである MoH 計画局の Deputy Director General の監督管理の下にプロ

ジェクトの活動は計画され、実行された。

プロジェクトの最高意思決定機関は JCC であり、基本的に毎年 2 回（7 月と 2 月）開催され

る JCC においてプロジェクトの進捗状況を報告し、今後の活動計画を提出して承認を得てい

る。進捗状況報告は、成果１～４をスリランカ側の各担当者が行う。

４－２－３　技術移転方法

2008 年 5 月から 2012 年 8 月の終了時評価調査時点までに、NCD 予防、保健指導、健康促進、

臨床疫学、保健情報システム管理、保健医療財政、コスト分析及び研修コーディネートに関す

る専門家を日本から計 11 名派遣し、スリランカ国 MoH 側のオーナーシップに十分配慮しなが

ら、プロジェクト運営組織の構築、主として研修や協議を通した必要な技術の投入を実施しな

がら、C/P と共同で PDM に沿った活動を促進し、成果の達成に努めた。また、C/P 13 名を日

本に招聘し、国レベル、地方自治体レベル、民間レベルでのさまざまな生活習慣病対策への取

り組みを紹介するとともに、係る知識の研修を実施した。

４－２－４　モニタリング

プロジェクトのパイロット地区における健診及び保健指導の実施状況は、プロジェクトが準

備したフォーマットを用いて、各県の MO/NCD がモニタリングを行っている。全国での HLC
の整備状況と NCD 予防活動の実施状況をモニタリングするため、MoH NCD ユニットは四半

期に 1 度、全県の MO/NCD をコロンボに招集し、各県における進捗状況を報告させモニタリ

ングを実施している。

これらのMoHによるモニタリングとは別に、日本人専門家は、現地雇用したプロジェクト・

オフィサー（パイロット地区に常駐）に健診・保健指導を実施している現場を視察させ、専用

のフォームでその状況を随時報告させている。このモニタリングの結果は、JCC 会議にて関係

者に報告される。
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４－２－５　効果発現に貢献した要因

＜実施プロセスに関すること＞

（１ ）本プロジェクトに係るスリランカ側の強いオーナーシップにより、NCD 対策のモデル、

各種ガイドラインの作成等の内容に関係者が深くかかわり、定期的に開催される JCC に

より着実に意思決定が進められた。

（２ ）パイロット地区においても関係者の高いコミットメントが得られ、個々の県にて NCD
対策活動に係る年間の計画立案、実行、レビューを行い、それらのほとんどの費用を県の

予算で賄った。

（３ ）クルネガラ RDHS が NCD セルを設立したことも、成果３の達成に貢献した。さらに、

MO、看護師、アシスタントで構成する NCD セルは、クルネガラ県における HLC の広が

りに大きく貢献した。
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第５章　評価５項目の評価結果

５－１　妥当性

プロジェクトの妥当性は高いと評価できる。

（１）スリランカの保健医療政策及びターゲットグループのニーズとの整合性

スリランカ政府は、The National Policy & Strategic Framework for Prevention and Control of 
Chronic Non-Communicable Diseases（NCD の予防・管理における国家政策、2009 年）、National 
Health Promotion Policy（国家健康促進政策、2010 年）、Guideline for the establishment of Healthy 
Lifestyle Centers in healthcare institutions（ヘルシーライフスタイルセンター設立ガイドライン、

2011 年）と次々に関連政策を打ち出しており、NCD に関する政策、NCD をとりまく環境及

びスリランカの NCD に関するニーズは維持されている。中間レビュー以降での大きな進展

は、医療施設に HLC を設置することを、MoH が 2011 年 8 月に発表した点で、この発表は、

NCD 予防モデルの全国的な導入を促進することをめざしているプロジェクトの方向性と合

致している。

（２）日本の援助政策との整合性

わが国の「対スリランカ国別援助計画（平成 16 年）」では、これまでわが国がスリランカ

の保健・医療分野において多くの協力実績を残し、またスリランカ側のパフォーマンスも望

ましいものであったことを踏まえ、「保健・医療分野においては、スリランカを南西アジア

地域における南南協力の拠点として位置づけ得るよう、今後も然るべき協力を実施してい

く」と記されている。また、スリランカは途上国のなかでは例外的に高齢化が進んでおり、

高齢者・障害者への社会福祉サービスの拡充支援が必要であることにも言及されている。

JICA の対スリランカ国別援助実施方針においても、保健分野の向上が支援の優先課題のひ

とつに位置づけられており、疾病構造転換への対応と保健医療財源の適切な活用による効

率的かつ持続可能な保健医療制度の構築、保健医療サービスの地域間格差の是正が JICA 支

援の基本方針として示されている。また、本評価時点での対スリランカ国別援助方針（2012
年 6 月）でも、保健・医療分野は援助重点分野「脆弱性の軽減」に位置づけられている。以

上より、NCD 予防対策の効果的・効率的な実施戦略の策定を目標とする本プロジェクトは、

わが国の援助政策や JICA の援助実施方針とも合致するものと判断できる。

（３）パイロットエリア選定の妥当性

クルネガラ県とポロンナルワ県がプロジェクトのパイロットエリアに選定された。その主

たる理由は、両県は開発調査「保健システム管理強化計画」（2005 年 10 月～ 2007 年 9 月）

のパイロットエリアであり、保健医療に関する基礎情報を JICA が把握していた点にある。

加えて、クルネガラ県は人口密度が 348 人 /km2 の准都会地域であるのに対し、ポロンナル

ワ県は人口密度がクルネガラ県の約１/3 の 131 人 /km2  7
という過疎地域で対照的であること、

両県がスリランカ国全体を象徴しているわけではないものの、両県の社会経済状況、既存医

7
　出典：Census of Populations and Housing 2011, Enumeration Stage Feb-Mar 2012
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療施設の構成、医療人材のアベイラビリティーにも相違点があることから、両県をパイロッ

トエリアとしたことは妥当と判断できる。

５－２　有効性

プロジェクトの有効性はおおむね高いと評価できるが、成果１とプロジェクト目標の論理的因

果関係は、比較的弱い。

（１）プロジェクト目標達成の見込み

NCD（糖尿病、高血圧症及び脂質異常症）予防及び管理のための有効で効率的な導入モデ

ルが開発され、パイロット地区の MOH エリアだけでなくクルネガラ県の拡張エリアでも使

用されており、プロジェクトは、その目的の達成に向けて有効に進められている。ただし、

プロジェクト目標の指標２「2012年 12月までに、高リスクと同定された人のうち 70％がフォ

ローアップクリニックに参加する」の達成度が測定できていないため、プロジェクトの残り

の期間においてモニタリングを実施する必要がある。

（２）プロジェクト目標達成と成果の因果関係

2010 年 9 月に実施された中間レビューにおいて PDM が改訂され、クルネガラ県とポロン

ナルワ県のパイロット活動によって得られたエビデンスと結果は、プロジェクト目標どお

り、中央政府レベルにおいて国レベルのガイドライン及びマニュアルの策定に十分に活用さ

れており、成果とプロジェクト目標の関係に関して、プロジェクトは論理的にデザインされ

ていると評価できる。

成果１は、プロジェクト目標に記載の「効果的かつ効率的なモデル」を開発するためのエ

ビデンスを抽出するために計画されたが、コホート調査の結果は前記モデルの開発には十分

に利用されず、結果として、成果１とプロジェクト目標の間には直接的な因果関係は比較的

弱いものの、ベースライン調査の結果は幾つかのエビデンスを提供し、プロジェクトが作成

した幾つかの文書に、技術的エビデンスとして使用されている。

５－３　効率性

プロジェクトの効率性は高いと評価できる。

（１）成果達成の見込み

成果のほとんどの指標は既に達成、または達成見込みであり、適切な活動により効率良く

成果が達成されていると評価できる。

（２）投入の適切性

１）プロジェクト予算で投入された供与機材〔総額 993 万 2,280 SLRs （金額はスリランカ

ルピー、日本円で約 620 万円）〕はプロジェクトの活動に有効に活用されている。日本人

専門家は、適時、必要に応じ、必要な期間のみ派遣されている。C/P に対する本邦研修も、

対象者を厳正に選定し、対象者の業務に不可欠な重要項目に絞って効率良く運営された。
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５－４　インパクト

プロジェクトの正のインパクトは、測定困難な指標があり、判断が現時点では難しい。

（１）上位目標達成の見込み

１ ）「４－１－３（２）上位目標」の達成度に記述のとおり、NCD（糖尿病、高血圧症及び

脂質異常症）の予防と管理のための効果的かつ効率的な導入モデルは、プロジェクト期間

終了から 5 年以内に、スリランカのすべての県に導入されると期待できる。すべての医療

レベルの施設に HLC を設置するとの MoH の発表後、健診／保健指導及び健康促進活動の

全国的導入が始まっている。プロジェクトでは、プロジェクトの期間中に全国規模の拡大

計画を準備することを予定していただけに、この時期での全国への広がりは、予想以上に

早いものであった。プロジェクトが HLC のスムーズな導入に貢献したことに疑う余地は

なく、プロジェクトの正のインパクトのひとつであると評価できる。

２ ）上位目標達成の第二の指標である「2018 年までにプロジェクト対象地域における心血

管イベント（心血管疾患及び脳卒中）の年間発生率が低下し始める」に関しては、「４－

１－３（２）上位目標」の達成度に記述のとおり、心循環系事故の発生を調査する情報シ

ステムの確立が必要であり、プロジェクト前後での定量的な変化の測定は困難である。

（２）その他のインパクト

１ ）ラガマ調査における一連の調査分析の過程を経験したことから、MoH は、NCD 予防だ

けに限らず他の保健医療分野の戦略策定においても、調査と分析が重要であることを再認

識している。MoH におけるこの貴重な変化のきっかけは、プロジェクトの導入がつくり

出したものであるといえるかも知れない。

２ ）負のインパクトは、終了時評価調査時点では見当たらなかった。

５－５　持続性

プロジェクトの持続性は概して高いと評価できる。

（１）政策面

保健医療政策における優先度を占めるに十分なほどの保健医療に関する事象や環境変化が

出現しない限り、政策面での持続性は高い。

１ ）NCD 対策は MoH の 10 カ年計画「保健医療マスタープラン 2007 ～ 2016」の最初に

明記されており、その実施のため、MoH は、The National Policy & Strategic Framework 
for Prevention and Control of Chronic Non-Communicable Diseases（2009年）、National Health 
Promotion Policy（2010年）、Guideline for the establishment of Healthy Lifestyle Centers in 
healthcare institutions（2011年）と、次々に関連政策を打ち出している。

２ ）2011 年 9 月 19 日と翌 20 日の 2 日間、国連において「非感染症疾患の予防及び管理に関

するハイレベル会合」が開催され、「国連加盟国は、非感染症への対策に関する各国政府の

基本的役割と責任、及び、社会の全セクターが非感染症の予防と管理に対する効果的な対

応をするよう関与し、努力することが不可欠であると認識した」との趣旨を政治宣言とし

て発表した。この国際決議はプロジェクトの裨益効果の持続性を担保するものといえる。
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（２）組織面

組織面の持続性は、概して高い。

１ ）The National Policy & Strategic Framework for Prevention and Control of Chronic Non-
Communicable Diseases（2009 年）に基づき、MoH は既に、NCD の予防と管理に対応する

NCD ユニット、国家 NCD 運営委員会、国家技術作業グループなどの機能的組織を構築し

ている。

２ ）実際の介入組織である HLC は既に全国に 309 カ所設置され、さらに 2012 年中に新たに

300 の HLC を設立する計画である。

（３）技術面

技術面の持続性は概して高いが、以下の 2 点での努力が重要である。

１ ）プロジェクトを通じ、MoH は、プロジェクト期間の終了後も持続可能な、介入方法に

関するほとんどすべての技術を獲得している。

２ ）健康促進は比較的新しいコンセプトであり、活動である。MoH は、プロジェクトを通

じて必要な知識を獲得し、実際にフィールドでの試行が始まっているが、十分な経験を積

んでいるとはいえず、全国展開に向けて、取り組みを重ねる必要がある。

（４）財政面

保健医療政策における優先度を占めるに十分なほどの保健医療に関する事象や環境変化が

出現しない限り、財政面での持続性は高い。

１）通常業務に必要な経費とは別に、NCD 予防を含むプライマリーヘルス事業に対し、

2011 年から 3 年間、毎年 3 億 SLRs（約 1 億 9 千万円）が特別予算として執行されている。

さらに 2013年より、NCD予防だけに使用する予算として、毎年 4,500万 SLRs（約 2,800万円）

が基本予算として執行される。この NCD 予防だけに限った予算額は最低金額であり、ちな

みに 2013 年度には、5,000 万 SLRs（約 3,125 万円）が既に執行予算として計上されており、

2014 年には更に増え、7,000 万 SLRs（約 4,375 万円）の執行が予定されている。必要に応じ

て承認を得れば、更に予算を追加できるとされており、財政面での持続性は当面担保されて

いると評価できる。

５－６　結　論

健診・健康指導・健康促進に必要なガイドライン・マニュアル・フォーム等の作成、パイロッ

ト地区での NCD 対策モデルの検証に加え、プロジェクト対象地域外への展開や HLC の全県設置

決定等 NCD 対策モデルの全国展開に向けた体制が整備されつつある。よって、プロジェクト期

間内にプロジェクト目標は達成される見込みであると判断できる。
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第６章　提言・教訓

６－１　提　言

（１）プロジェクト目標の第 2 の指標

予定された活動はほぼ順調に行われ相応の成果が得られており、プロジェクト目標もほ

ぼ達成されている。一方で、プロジェクト目標の第 2 の指標（ハイリスクグループへのフォ

ローアップ指導の実施）に関しては、現時点で評価できる数値が得られていない。これは、

「高リスク」の定義についてさまざまな意見があり、2012 年 5 月に関係者間で定義づけられ

たばかりであるため。今後のプロジェクト期間内で、可能な限りこの指標の達成を評価すべ

くデータを収集することが望まれる。

（２）コホート調査

ラガマ調査は最終的に貴重な情報を提供することができ、開発途上国で行われてコホート

調査として意義あるものとなった。一方で、本調査の質を更に高めるべく、ケラニア大学が

以下の点を分析することが望まれる。

・ ラガマ地区の居住者は、スリランカ国内の平均よりは多いキリスト教で占められている

ことから、調査対象の母集団が必ずしもスリランカの平均を表していないという点が指摘

されている。このため、他の調査の母集団の質と比較して、この点を明らかにし本調査の

意義づけを検討する必要がある。

・ 心血管病などの発生等の最終的なアウトカムに関する危険因子の同定が必要である。

上記を踏まえ、コホート調査として更に意義ある結果を創出するためにはケラニア大学に

よる長期的な調査の実施が期待される。また、MoH は、NCD 対策の実施のためには必要な

エビデンスを得るための調査研究が重要であることを認識し、さまざまな取り組みを始めて

いる。今後、更に対策実施に沿った調査研究が実施されていく事が望まれる。

（３）健診にて有病と診断された人に係る治療

プロジェクトではパイロット地区で健診のモデルづくりを行い、良好な成果を得てい

る。一方で、健診にて有病と診断された人が未治療である例が少なからず認められている。

NCD 予防のためには、健診にて有病と診断された全員が適切な治療を受けることが重要で

ある。MoH はこれらの例を減少させるべく有効な対策を講じる必要がある。プロジェクト

は残りの期間において、上記の点に係る技術的支援が求められる。また NCD 対策に重要

な「発見された患者に対する治療」の質の確保も重要な点である。これはプロジェクトのス

コープ外であるが、可能な限り残りの期間における問題提起と必要な技術支援が望まれる。

（４）HLC の全国展開に向けた計画づくり

スリランカ側の積極的な NCD 対策実施の取り組みにより、HLC を基盤に健診を含めた予

防医療実施体制の全国展開が既に開始されている。MoH は、本システムをより効果的に機

能させるため、詳細な計画づくり（必要予算の積算、医薬品供給体制、現有スタッフの役割

分担、人員確保、長期的な人材育成制度、モニタリングシステム等）が期待される。
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（５）健康促進活動強化

健康促進に関する活動の全国での実施に際しては、モチベーションをどのように高めるか

など多くの課題があるのは現状である。そのため、これらの課題を克服すべく、プロジェク

トの協力の下に MoH によりコミュニティのオーナーシップを尊重した健康促進活動強化の

ための施策が策定される事が望まれる。

６－２　教　訓

（１）ラガマ調査に関して

プロジェクト内でコホート調査を実施することにより、エビデンスに基づいた介入の実施

に関し一定の成果が得られた。ただし、調査を再委託にて実施したこと、実施側の技術水準

が十分ではなく有効なエビデンスの創出が遅れたこと、そもそも求められたエビデンスをプ

ロジェクト期間内という短期間で創出することが難しかったこと、そのためプロジェクト活

動で直接利用できたエビデンスが限定的であったことなど課題も多く残された。

（２）今後類似案件を実施するにあたっての留意点

本プロジェクトでは、PDM に沿った成果を達成し、高い５項目評価結果が得られた。た

だし、日本的な健診制度を軸にした NCD 予防対策が、必ずしも開発途上国で有効であるこ

とが立証されているわけではない。最近の国連（UN）や NCD 同盟（NCD alliance）を中心

とした世界的な NCD 対策強化の流れのなかでも、健診（マススクリーニング）の実施は必

要な介入に含まれていない。このような背景のなかで、今後 JICA の技術協力として本プロ

ジェクトのような介入を行っていくかどうかについて慎重な検討が必要と思われる。本プロ

ジェクトの経験から、以下の点が同様な介入を実施する場合の必要条件となってくると思わ

れる。

１ ）健診体制の実施の有無にかかわらず、NCD 対策に対してはプライマリーヘルスケア施

設を介入の実施場所にしたプライマリーヘルスケアアプローチが重要である。このため、

プライマリーヘルスケアシステムが整備されていることが最大の条件となってくる。特に

健診を実施する場合は、この点が重要である。

２ ）NCD 対策では、早期発見した高血圧や糖尿病などの早期患者をきちんと治療すること

が重要であり、このためには医療水準（医療サービスの質）が一定水準にあることが必要

である。

３ ）健診の実施や治療に際して通常以上の財源が必要であり、保健財政が安定し十分な財源

を拠出できる見込みが保証される必要がある。

４ ）NCD 対策実施に際しては、自国の現状を把握したうえで施策を決定する必要があり、

このためにはエビデンスの拠出とそれに基づいた施策実施という概念が重要である。その

ため、このような概念の理解があり、必要なサーベイやサーベイランス体制の構築ができ

る環境にあることが重要である。

（３）指標の設定について

上位目標の指標２「2018 年までにプロジェクト対象地域における心血管イベントの年間

発生率が低下し始める」については本終了時評価にて心循環系事故の発生に関する利用可能
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なデータが存在しないとして定量的な評価を実施することができなかった。指標の設定に際

しては、測定に必要なデータが入手可能かどうか確認すること、設定後に入手困難であるこ

とが判明した場合には早期に指標の見直しを図ることが必要である。



付　属　資　料

１．ミニッツ（M/M）（英文合同評価報告書含む）

２．質問票フォーム

３．収集資料リスト
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Inquiry Form                          Terminal Evaluation Survey on August, 2012  
The Project on Health Promotion and Preventive Care Measures of Chronic NCDs  

1 
 

Inquiry for the Project Members 

 

A. Inquiry by interview 

1) Causal Relationship between Outputs and Project Purpose 

Point of inquiry 

Level of contribution of Outputs to achieve Project Purpose – The Ragama Health Study 

 

2) Sustainability of the Project from the point of view of Policy 

Point of inquiry 

  Level of priority on NCD Prevention in National Health Policy – HLC (Healthy Lifestyle Center)  

 

3) Sustainability of the Project from the point of view of Technical 

  Point of inquiry 

  Training for other MOH (Medical Office of Health) to expand a series of activities of the Project 

  Strategy (Training of the staff, Monitoring, etc)  

 

4) Impact – Ripple effects 

  Point of inquiry 

 > Positive effects beyond your expectation which the Project activities have brought to  

> Examples of those positive effects  

 > Examples of negative effects, if any 

 

 

 

B. inquiry by multiple-choice questionnaire  

1) Appropriateness of the Inputs 

1)-1 Do you think dispatch of the Japanese experts has been made properly?  Please tick one box 

only in each point of view. 

a. The number of persons 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

 

 

- to be cont’d –  
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２．質問票フォーム



Inquiry Form                          Terminal Evaluation Survey on August, 2012  
The Project on Health Promotion and Preventive Care Measures of Chronic NCDs  

2 
 

b. Specialty 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

c. Time of dispatch 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

d. Period  

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

 

1)-2 Do you think execution of training of the counterpart has been made properly?  Please tick one 

box only in each point of view. 

a. The number of persons of training in Japan 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

b. Contents of training 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

- to be cont’d –  
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3 
 

c. Time of execution 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

d. Period 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

 

1)-3 Do you think execution of supply of equipment has been made properly by the Japanese side?  

Please tick one box only in each point of view. 

a. Quantity  

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

b. Quality 

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

c. Time of supply  

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

- to be cont’d -  
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4 
 

 

1)-4 Do you think execution of the operating expenses has been made properly by the Japanese side?  

Please tick one box only in each point of view. 

a. Amount  

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

b. Time of execution  

  Yes, very much  

Yes, at a certain level  

Yes, but not at satisfied level 

No, not so much    

I cannot evaluate Yes or No  

 

 

- End of Inquiry.  Thank you ! -  
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収集資料リスト 
 
１． The National Policy & Strategic Framework for Prevention and Control of Non-Communicable 

Disease 2009 
２． National Health Policy 2010 
３． Guideline for the establishment of Healthy Lifestyle centers in healthcare institutions 2011 
４． WHO/ISH RISK PREDICTION CHART 
５． Guidelines for Management of NCDs in Primary Health Care 
６． Personal Medical Record for Non Communicable Diseases 
７． (1st Consolidated Draft) NPP Implementation Guideline for NCD Prevention July 2010 
８． GUIDELINES FOR NCD PREVENTION 1ST EDITION JULY 2012 
９． Training Modules: Health Promotion Approach for Healthier Lifestyles and Prevention of 

Non-Communicable Diseases 
１０． Health Promotion for the Prevention of Lifestyle Diseases: A Resource Book for Facilitators 
１１． 健診マニュアル（シンハラ語） 
１２． 保健指導マニュアル（シンハラ語） 
１３． Cost Analysis Report November 2011 
１４． NPP Final Checkup Format _ Ministry of Health 
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